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（１）首都圏における設備投資額・工場立地件数の動向

（首都圏における設備投資額・工場立地件数の動向）

首都圏における製造業の設備投資額は平成１５年度まで減少傾向にあった。しかしながら、内

需の拡大に加えて、技術・ノウハウの海外への流出防止、高機能・高品質の製品を生み出す生

産技術の蓄積等といった国内立地の利点が改めて見直されるようになった。このような製造業

の日本国内への回帰現象が起きている中で、首都圏の製造業の設備投資額についても平成１６年

度以降は増加傾向にある。南関東では、設備投資額は平成１６年度から３年連続して、対全国シェ

アは平成１７年度に引き続き２年連続して増加している。北関東では、設備投資額は平成１５年度

から４年連続して増加しており、対全国シェアも平成１８年度に増加に転じている（図表１‐２‐１）。

首都圏における工場立地件数は平成１５年以降増加傾向にある。立地件数の対全国シェアを見

ると、南関東では平成１６年に引き続き２年連続して増加している。北関東では平成１７年に若干

の減少が見られるものの、立地件数はここ数年増加している（図表１‐２‐２）。北関東の対全国シェ

アが平成１７年に若干ではあるが減少した理由としては、平成１５年以降の立地件数の増加が、全

国の中でも北関東で特に早期に現れたことがあげられる。立地件数の対前年比は、北関東では

平成１５年は１．４５、平成１６年は１．３８と全国の中でも高かったが、平成１７年には南関東、北陸、中

国等での増加が顕著であったため、平成１７年の対前年比は１．０８と伸びているにもかかわらずそ

の対全国シェアは低下したものである。

図表１‐２‐１ 北関東・南関東の投資額と対全国シェア

首都圏における製造業の動向22

注１：平成１７年度以前は実績、平成１８年度は計画
注２：調査対象は、原則として資本金１億円以上の民間企業
注３：設備投資の範囲は、自社の有形固定資産に対する国内投資で、

かつ建物、構築物、機械装置ならびに土地の購入、改良造成
（但し、不動産業における分譲用を除く）に対する投資

注４：北関東－茨城県、栃木県、群馬県
南関東－埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県

資料：日本政策投資銀行資料により国土交通省国土計画局作成
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図表１‐２‐２ 北関東・南関東の工場立地件数と対全国シェア

図表１‐２‐３ 全国ブロック別新規工場立地件数の推移

Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１４／Ｈ１３ Ｈ１５／Ｈ１４ Ｈ１６／Ｈ１５ Ｈ１７／Ｈ１６

北海道・東北 ２８１ １８１ ２２１ ２４９ ２８０ ０．６４ １．２２ １．１３ １．１２

北 関 東 １３７ ８８ １２８ １７７ １９２ ０．６４ １．４５ １．３８ １．０８

南 関 東 １０１ ８８ ８７ １０８ １５７ ０．８７ ０．９９ １．２４ １．４５

北 陸 ５３ ４０ ４２ ５２ ８７ ０．７５ １．０５ １．２４ １．６７

中 部 ２０２ １３０ １８２ ２４９ ２７６ ０．６４ １．４０ １．３７ １．１１

近 畿 １０８ １０５ １５９ １９４ ２１０ ０．９７ １．５１ １．２２ １．０８

中 国 ５４ ５４ ５０ ５２ ９９ １．００ ０．９３ １．０４ １．９０

四 国 ３８ ３７ ４５ ５０ ４０ ０．９７ １．２２ １．１１ ０．８０

九州・沖縄 １５６ １２１ １３８ １７１ ２０３ ０．７８ １．１４ １．２４ １．１９

全 国 １，１３０ ８４４ １，０５２ １，３０２ １，５４４ ０．７５ １．２５ １．２４ １．１９

注１：各年の１月～１２月の工場立地動向調査を集計したもの
注２：調査対象は製造業、電気業、ガス業、熱供給業及び研究

所で建設されたもののうち、１，０００m２以上の用地を取得
したもの

注３：北関東－茨城県、栃木県、群馬県
南関東－埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県

資料：「工場立地動向調査」（経済産業省）により国土交通省国
土計画局作成

注：北海道・東北 －北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、新潟県
北関東 －茨城県、栃木県、群馬県
南関東 －埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県
北陸 －富山県、石川県、福井県
中部 －長野県、静岡県、岐阜県、愛知県、三重県
近畿 －滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県
中国 －鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県
四国 －徳島県、香川県、愛媛県、高知県
九州・沖縄 －福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県

資料：「工場立地動向調査」（経済産業省）により国土交通省国土計画局作成
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首都圏における立地の特徴をみてみる。南関東では研究所や研究開発型工場の立地が多くみ

られる。この要因としては、首都圏に集中する技術者等の人材の確保、研究開発部門と本社・

既存工場・関連企業・ユーザーとの近接性、交通アクセスの良さといった点を重視していると

考えられる。一方、北関東では生産工場の立地が多くみられる。この要因としては、広大な立

地面積を比較的安価に確保することが可能で、加えて近年、高速道路、港湾等の物流インフラ

の整備がすすんでいるためと考えられる（図表１‐２‐４）。

（首都圏の産業構造）

首都圏での産業別県内総生産構成比をみると、東京都はサービス業等の第３次産業構成比が

約８５％と全国で最も高い。その一方で、茨城県、栃木県、群馬県は、第２次産業のなかでも特

に製造業の構成比は約３３％と全国の約２１％より大幅に高い反面、第３次産業の構成比は約５９％

と全国の約７２％をかなり下回っている。埼玉県、神奈川県、千葉県は第２次、第３次産業とも

全国平均並みである（図表１‐２‐５～６）。この傾向は、産業別従業者数構成比をみても同様の傾向

がみられる（図表１‐２‐７～８）。

これは、東京都心及びその周辺地域が大手企業の本社機能を始めとする中枢管理機能を担う

のに対して、東京都心からの交通アクセスが良く、地価も比較的低い北関東等には製造機能が

集積しているということであり、首都圏内部で機能分担がなされているとみることができる。

図表１‐２‐４ 過去２年間に日経４紙に新設の決定、稼働等が掲載された工場、研究所

注１：掲載事例は、日本経済新聞、日経産業新聞、日経流通新聞、日経金融新聞に掲載されていた
もののうち、資本金１億円以上の企業

注２：対象期間は平成１７年１月～１９年２月
資料：国土交通省国土計画局調べ
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図表１‐２‐５ 全国各ブロックの県内総生産における産業別構成比（平成１６年度）

図表１‐２‐６ 首都圏各都県別の県内総生産における産業別構成比（平成１６年度）

注：北海道・東北 －北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、新潟県
首都圏 －茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県
北関東 －茨城県、栃木県、群馬県
南関東 －埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県
中部 －富山県、石川県、福井県、長野県、静岡県、岐阜県、愛知県、三重県
近畿 －滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県
中国 －鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県
四国 －徳島県、香川県、愛媛県、高知県
九州・沖縄 －福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県

資料：図表１‐２‐５、１‐２‐６ともに「県民経済計算年報」（内閣府）により国土交通省国土計画局作成
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図表１‐２‐７ 全国各ブロックの就業者数における産業別構成比（平成１７年度）

図表１‐２‐８ 首都圏各都県別の就業者数における産業別構成比（平成１７年度）

注：北海道・東北 －北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、新潟県
首都圏 －茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県
北関東 －茨城県、栃木県、群馬県
南関東 －埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県
中部 －富山県、石川県、福井県、長野県、静岡県、岐阜県、愛知県、三重県
近畿 －滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県
中国 －鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県
四国 －徳島県、香川県、愛媛県、高知県
九州・沖縄 －福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県

資料：図表１‐２‐７、１‐２‐８ともに「国勢調査」（総務省）により国土交通省国土計画局作成
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首都圏の都県別に平成１６年度製造品出荷額が第１位である産業をみると、茨城県が一般機械、

栃木県が輸送用機械、群馬県が輸送用機械、埼玉県が輸送用機械、千葉県が化学、東京都が印

刷、神奈川県が輸送用機械、山梨県が一般機械である（図表１‐２‐９）。東京都以外の首都圏各県

では１０年以上この傾向は変わっておらず、比較的安定した産業活動がなされているとみること

ができる。

図表１‐２‐９ 首都圏各都県別の業種別製造品出荷額（平成１６年度）

注 ：対象は従業員４人以上の製造業者
資料：「工業統計表」（経済産業省）により国土交通省国土計画局作成
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（２）道路、港湾等インフラ整備と工場立地の関係の事例紹介

北関東においては、広大な立地面積を比較的安価に確保することが可能で、加えて近年、高

速道路の交通インフラ整備がすすんでいるため、製造業の工場立地が盛んである。以下では、北

関東における工場立地の特徴である高速道路沿線や港湾周辺における最近の立地事例を紹介す

る。

（高速道路のネットワークを前提とした工場立地の事例）

高速道路のネットワークを前提とした工場

立地の事例として、本田技研工業が埼玉県内

に自動車組立工場等の新設を決めた事例があ

げられる。本田技研工業は平成１８年５月に埼

玉県寄居町への自動車組立工場（約８０ha）の

新設を決定し、また同年１２月に埼玉県小川町

へのエンジン製造工場（約１６ha）の新設を決

定した。これは、①既存の埼玉製作所（狭山

市）から１時間程度の距離、②関越道による

研究所（和光市）や埼玉製作所の周辺に立地

する協力企業との良好なアクセス、③将来的

には圏央道、北関東道の開通により東北道沿

いの栃木県内の研究所・工場（芳賀町、真岡市）等とのアクセスが向上し拠点間のネットワー

クが強化、等の理由により立地したものである。同社では新工場稼働後に埼玉製作所のリノベー

ションを計画しており、そのために従業員が相互に行き来しやすく、既存の協力企業が両工場

に部品を納入できる立地であることを重視した（図表１‐２‐１０）。

図表１‐２‐１０ 工場、研究所をネットワークする
高速道路

資料：国土交通省
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（港湾隣接地への工場立地の事例）

港湾隣接地への工場立地の事例として、コマ

ツ等が常陸那珂港の隣接地に大型の鉱山・建設

機械の生産工場を新設した事例があげられる。

コマツは平成１９年１月に茨城県常陸那珂港の隣

接地に大型機械組立工場での操業を開始し、ま

た日立建機も同地域に大型機械組立工場を建設

中である。これは、①背後地への企業進出を見

込み整備された大水深の岸壁に隣接する広大な

用地（両社とも約２０ha）に工場が立地すること

で、分解せずに従来よりも完成品に近い形で出

荷できるため品質や作業効率が向上、②北関東

における既存工場、協力企業の集積を活用した生産強化、物流の効率化（荷が増加すれば、東

京港から常陸那珂港へ積出港の変更も可能）、③港に直結した北関東自動車道、常磐自動車道に

より既存工場や協力企業からの部品輸送が容易、④ひたちなか市・日立市等の製造業集積の活

用、技能者の確保が可能、等の理由により立地したものである。鉱山向け等の輸出が増え以前

よりも大型機種の生産が増加していることを背景に、積出港との近接性が従来以上に求められ

ているとも考えられる。港湾隣接地ならばより完成品に近い形で出荷でき、そのまま自走して

港から出荷することも可能になるため、搬送コストの縮減、納期の短縮、製品の品質向上、CO２

排出削減等の面を重視して港湾隣接地へ立地したものである。また、北関東における既存工場

や協力企業の集積を活用できることが常陸那珂港へ立地した決め手となった（図表１‐２‐１１）。な

お、コマツは金沢港でも同様に港湾隣接地へ大型産業機械の新工場を新設するなど、港湾隣接

地へのニーズが高まっている。

部品の調達、製品の輸送が容易な高速道路

等のインターチェンジ周辺には多くの工場が

立地しており、全国的にみてもインターチェ

ンジから１０km以内に立地した工場が全体の

約４分の３を占めている（図表１‐２‐１２）。前

述のように、埼玉県、茨城県等でも圏央道、

北関東道等の整備を見越した工場立地や港湾

周辺への立地がみられるなど、あらためて産

業立地とインフラ整備との関係が注目されて

いる。インフラ整備に伴う工場の新規立地だ

けでなく、既存工場等においても工場間の

ネットワークの形成、研究所との連携による

製品開発力の向上、出荷時間の短縮、コスト

の削減等が図られるなど、インフラ整備の進

捗により今後の首都圏の産業活力のさらなる

向上が期待されている。

図表１‐２‐１１ 社会基盤をいかした効率的な
生産・出荷

図表１‐２‐１２ インターチェンジからの距離別新
規工場立地比率（平成１７年：全国）

資料：国土交通省

資料：「工場立地動向調査」（経済産業省）により国土交通
省国土計画局作成
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（３）北関東、南関東の格差の縮小及び広域地方計画の策定に向けて

（北関東、南関東の格差の縮小）

平成８年度と平成１６年度の１人当たり県民所得を比較すると、企業のリストラ強化や、雇用・

設備・債務の３つの過剰の削減努力等により全国的に１人当たり県民所得が６．６％減少したなか

で、東京都では６．５％増加している。これは都市再生に伴う大規模プロジェクト等の進展、情報

通信産業の隆盛、外資系企業の進出意欲の高まり等が、１人当たり県民所得の増加につながっ

ていると考えられる。

埼玉県、千葉県、茨城県、群馬県の１人当たり県民所得は全国平均を下回っているが、東京

都を除いた１人当たり県民所得の全国平均を算出すると、これらの県の所得は全てこの全国平

均を超えている（図表１‐２‐１３）。また、他県と比べて１人当たり県民所得の差が大きい東京都と

山梨県を除いた北関東３県と南関東３県における１人当たり県民所得を、東京都を除いた１人

当たり県民所得の対全国比で比較した。その結果、北関東３県と南関東３県は全て対全国比率

で１００％を越えているとともに、その格差は縮小傾向にあることがわかる（図表１‐２‐１４）。

図表１‐２‐１３ 都道府県別１人当たり県民所得額（平成８年度及び平成１６年度）

順位 都道府県名 千円 順位 都道府県名 千円 順位 都道府県名 千円

１ 東 京 都 ４，２８２ １７ 岐 阜 県 ２，９９９ ３３ 愛 媛 県 ２，６３７
２ 愛 知 県 ３，７２３ １８ 長 野 県 ２，９８０ ３４ 鳥 取 県 ２，６２１
３ 神 奈 川 県 ３，５７６ １９ 石 川 県 ２，９７９ ３５ 山 形 県 ２，６０４
４ 大 阪 府 ３，５３４ ２０ 奈 良 県 ２，９６８ ３６ 和 歌 山 県 ２，６０１
５ 滋 賀 県 ３，５２９ ２１ 福 井 県 ２，９３０ ３７ 佐 賀 県 ２，５９７
６ 静 岡 県 ３，３５７ ２２ 山 口 県 ２，８９９ ３８ 岩 手 県 ２，５７２
７ 埼 玉 県 ３，３２４ ２３ 新 潟 県 ２，８９８ ３９ 島 根 県 ２，５４９
８ 富 山 県 ３，３１６ ２４ 福 島 県 ２，８９７ ４０ 秋 田 県 ２，４９１
９ 栃 木 県 ３，３１４ ２５ 山 梨 県 ２，８９６ ４１ 青 森 県 ２，４７６
１０ 兵 庫 県 ３，３０１ ２６ 岡 山 県 ２，８４４ ４２ 熊 本 県 ２，４６０
１１ 広 島 県 ３，１８４ ２７ 香 川 県 ２，８４４ ４３ 高 知 県 ２，４３７
１２ 茨 城 県 ３，１４８ ２８ 宮 城 県 ２，８１２ ４４ 宮 崎 県 ２，４１５
１３ 千 葉 県 ３，１１６ ２９ 北 海 道 ２，７９４ ４５ 長 崎 県 ２，３８０
１４ 群 馬 県 ３，０３４ ３０ 福 岡 県 ２，７９２ ４６ 鹿 児 島 県 ２，２７６
１５ 京 都 府 ３，０３４ ３１ 徳 島 県 ２，７８４ ４７ 沖 縄 県 ２，０５０
１６ 三 重 県 ３，０１５ ３２ 大 分 県 ２，６９０ 全 県 計 ３，１８８

順位 都道府県名 千円 順位 都道府県名 千円 順位 都道府県名 千円

１ 東 京 都 ４，５５９ １７ 山 口 県 ２，８１７ ３３ 和 歌 山 県 ２，５２５
２ 愛 知 県 ３，４４０ １８ 徳 島 県 ２，８０８ ３４ 佐 賀 県 ２，４５３
３ 静 岡 県 ３，２４７ １９ 石 川 県 ２，７９０ ３５ 島 根 県 ２，４２５
４ 滋 賀 県 ３，２３５ ２０ 長 野 県 ２，７３３ ３６ 山 形 県 ２，４１１
５ 神 奈 川 県 ３，１７４ ２１ 福 島 県 ２，７１２ ３７ 鳥 取 県 ２，３７１
６ 栃 木 県 ３，０６２ ２２ 岐 阜 県 ２，７０１ ３８ 熊 本 県 ２，３６６
７ 大 阪 府 ３，０３９ ２３ 新 潟 県 ２，６８８ ３９ 岩 手 県 ２，３６３
８ 富 山 県 ３，０２７ ２４ 大 分 県 ２，６５３ ４０ 宮 城 県 ２，３４０
９ 三 重 県 ２，９８８ ２５ 兵 庫 県 ２，６５１ ４１ 愛 媛 県 ２，３０９
１０ 千 葉 県 ２，９７６ ２６ 香 川 県 ２，６３０ ４２ 秋 田 県 ２，２９７
１１ 埼 玉 県 ２，９５６ ２７ 奈 良 県 ２，５９９ ４３ 鹿 児 島 県 ２，２０７
１２ 広 島 県 ２，９４３ ２８ 岡 山 県 ２，５７８ ４４ 長 崎 県 ２，１９０
１３ 茨 城 県 ２，９２９ ２９ 福 岡 県 ２，５７０ ４５ 高 知 県 ２，１７１
１４ 京 都 府 ２，８４９ ３０ 山 梨 県 ２，５４８ ４６ 青 森 県 ２，１５２
１５ 福 井 県 ２，８３２ ３１ 北 海 道 ２，５３５ ４７ 沖 縄 県 １，９８７
１６ 群 馬 県 ２，８２８ ３２ 宮 城 県 ２，５３０ 全 県 計 ２，９７８

（平成８年）

全国平均
（東京を含む）

全国平均
（東京を除く）

全国平均
（東京を除く）（平成１６年）

全国平均
（東京を含む）

資料：「県民経済計算年報」（内閣府）により国土交通省国土計画局作成
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（北関東、南関東の格差縮小の要因）

北関東３県では１人当たり県民所得の低下割合が小さく、南関東３県では低下割合が大きい

（図表１‐２‐１３）。この理由として、北関東３県において製造業が盛んなことが考えられる。都道

府県別に１人当たり県民所得と製造業比率の関係をみると、東京都、神奈川県、大阪府等を除

けば、１人当たり県民所得の高い県は製造業比率が高いという傾向がみられる（図表１‐２‐１５）。

また、労働生産性を調べてみると、全国的に製造業の労働生産性は高い一方、サービス業や卸売・

小売業などは低い傾向にあり、首都圏においても東京都以外では同様の傾向がみられる（図表１‐

２‐１６）。

これらから、北関東において１人当たり県民所得が高いというのは、労働生産性の高い製造

業のウェイトが高いという産業構造によるところが大きいと思われる。

図表１‐２‐１４ 北関東３県・南関東３県における１人当たり県民所得及び対全国比の推移

資料：「県民経済計算年報」（内閣府）により国土交通省国土計画局作成
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ここで、北関東３県と南関東３県における平成８年度と平成１６年度の１人当たり県民所得の

低下と製造業の総生産額の低下の関係をみてみる。

北関東３県での１人当たり県民所得の低下割合は南関東３県と比較して小さい。これは北関

東３県における製造業の県内総生産額の低下割合が小さかったためと考えられ、その結果とし

て、北関東３県と南関東３県との所得格差が縮小していると思われる（図表１‐２‐１７～１８）。

図表１‐２‐１５ １人当たり県民所得と製造業比率（平成１６年）

図表１‐２‐１６ 業種別労働生産性（平成１６年）

栃 木 県 神 奈 川 県 東 京 都 全 国

県 内
総生産
（百万円）

就業者数
（人）

労 働
生産性
（千円／人）

県 内
総生産
（百万円）

就業者数
（人）

労 働
生産性
（千円／人）

県 内
総生産
（百万円）

就業者数
（人）

労 働
生産性
（千円／人）

国 内
総生産
（百万円）

就業者数
（人）

労 働
生産性
（千円／人）

農林水産業 １７１，８５５ ６８，３２２ ２，５１５ ５９，８０８ ４１，２８３ １，４４９ ５１，３１４ ２５，７００ １，９９７ ６，３２４，１４９ ３，３６２，０００ １，８８１

鉱 業 ２２，９９４ ２，１６４ １０，６２８ ３，９４８ ９９９ ３，９５２ ２６，２０１ ２，５００ １０，４８０ ６１２，２０７ ５５，０００ １１，１３１

製 造 業 ２，９６２，１９５ ２６７，２４０ １１，０８４ ６，５５０，４８６ ６２２，７７６ １０，５１８ ８，４７８，０１７ １，１３６，９００ ７，４５７ １０６，１７２，３６５ １１，０１１，０００ ９，６４２

建 設 業 ４４８，４２９ ６７，３７５ ６，６５６ １，５７０，４５８ ３２３，５９６ ４，８５３ ４，６４０，３３１ ５５９，１００ ８，３００ ２９，３９６，０４６ ５，６７７，０００ ５，１７８

電気・ガス・
水 道 業 １４５，２３３ １２，５３０ １１，５９１ ６８９，２７６ ２５，７１５ ２６，８０４ １，４４０，４４３ ３１，７００ ４５，４４０ １４，０５４，００４ ４４３，０００ ３１，７２５

卸売・小売業 ７９３，０５４ １５２，７１３ ５，１９３ ３，６６５，８９９ ５７０，９８８ ６，４２０ １８，３１４，１５４ ２，０６３，５００ ８，８７５ ７０，１７３，６４２ １０，８２６，０００ ６，４８２

金融保険業 ３４２，６４１ ２０，１４０ １７，０１３ １，４９７，３０５ ８７，９５０ １７，０２５ １２，１３０，３１１ ３７５，２００ ３２，３３０ ３３，７６３，８９９ １，７３５，０００ １９，４６０

不 動 産 業 ８６４，２４２ ７，１４６ １２０，９３８ ５，１９７，１１３ ７２，２２１ ７１，９６１ １１，４０４，１６０ ２１６，４００ ５２，６９９ ６４，８４７，８１３ ９５７，０００ ６７，７６２

運輸・通信業 ３５４，１８７ ４９，００６ ７，２２７ ２，２８７，４１３ ２４８，２５５ ９，２１４ ６，０９５，８６０ ５９０，３００ １０，３２７ ３５，９１６，９３７ ３，６４７，０００ ９，８４８

サービス業 １，４５１，０２５ ２５２，１５１ ５，７５５ ７，３１９，８５６ １，２６１，４７１ ５，８０３ ２５，５５７，６１８ ３，０７２，２００ ８，３１９ １１０，５００，８０９ ２１，２７２，０００ ５，１９５

１０業 種 計 ７，５５５，８５５ ８９８，７８７ ８，４０７ ２８，８４１，５６２ ３，２５５，２５４ ８，８６０ ８８，１３８，４０９ ８，０７３，５００ １０，９１７ ４７１，７６１，８７１ ５８，９８５，０００ ７，９９８

資料：「県民経済計算年報」（内閣府）により国土交通省国土計画局作成

注 ：労働生産性＝県内（国内）総生産額÷県内（国内）就業者数
資料：「国民経済計算年報」、「県民経済計算年報」（内閣府）及び栃木県資料、神奈川県資料、東京都資料により国土交通省国土計

画局作成
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平成８年度と平成１６年度の１人当たり県民所得を比較すると、神奈川県で３，５７６千円から３，１７４

千円、埼玉県で３，３２４千円から２，９５６千円、と大きく減少した。全国順位も、神奈川県が３位か

ら５位、埼玉県が７位から１１位と順位を落としている（図表１‐２‐１３）。１人当たり県民所得が減

少した要因の一つとして、産業構造の高次化による第２次産業から第３次産業への転換、京浜

臨海部をはじめとする各地域における工場の海外移転に伴う産業の空洞化の影響、企業の事業

再構築による工場の再編等が考えられる。平成８年度と平成１６年度の県内総生産額を比較する

と、最も大きく伸びた業種である飲食業等のサービス業が、神奈川県では平成８年度比１９％増、

埼玉県では２１％増と大きく伸びたものの、製造業の減少率が神奈川県では平成８年度比マイナ

ス２５％、埼玉県ではマイナス１２％と首都圏の他の都県と比べても大きい。一方、北関東３県で

は、栃木県で１人当たり県民所得は減少しているものの全国順位は上がっているなど、減少率

が少ない。これは、北関東３県におけるサービス業の増加率は平成８年度比１５％増と南関東３

県と比べて伸びが小さいものの、製造業の減少率は平成８年度比マイナス８％と小さく、産業

の空洞化が南関東ほど進まなかったことが、１人当たり県民所得の減少が小さかった要因の一

つであると考えられる（図表１‐２‐１７～１８）。

これらのことから、労働生産性の低いサービス業が増加するよりも、労働生産性の高い製造

業の方が１人当たり県民所得の維持に寄与していると思われる。北関東３県は全国的にみても

県内総生産における製造業の割合が高く、製造業に従事する人の割合も高いなど、製造業が盛

んな地域であることからも、北関東３県においては、製造業が地域の発展に対し大きなポテン

シャルを有しているといえる。

図表１‐２‐１７ 業種別県内総生産額構成比の推移
（北関東３県：茨城・栃木・群馬）

図表１‐２‐１８ 業種別県内総生産額構成比の推移
（南関東３県：埼玉・千葉・神奈川）

資料：「県民経済計算年報」（内閣府）により国土交通省国土計画局作成
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（北関東での所得格差の縮小に製造業が寄与）

首都圏におけるジニ係数は０．３６２と、全国平均を下回っており、なかでも北関東のジニ係数が

低く、北関東での所得格差が小さいことがわかる。製造業は他の業種に比べてジニ係数が低く、

正社員の比率も高い（図表１‐２‐１９～２０）。

業種別就業者数の比率をみると、北関東では製造業の就業者数が約２７％と高く、所得格差が

小さい製造業に従事する人の比率が高いことも、格差を小さくしている要因の一つとみられる。

図表１‐２‐１９ 業種別ジニ係数（男性：平成１４年）

図表１‐２‐２０ 業種別の正社員比率（男性：平成１４年）

農林水産業 製 造 業 建 設 業 流通・サービス業 ４ 業 種 計

茨 城 県 ０．５２８ ０．３０３ ０．３１２ ０．３５１ ０．３５３

栃 木 県 ０．５０６ ０．３０３ ０．３０４ ０．３５４ ０．３４５

群 馬 県 ０．４９３ ０．２９２ ０．３２４ ０．３６９ ０．３５１

埼 玉 県 ０．５４０ ０．３１０ ０．３１０ ０．３６９ ０．３５５

千 葉 県 ０．５３２ ０．３０７ ０．３２１ ０．３６１ ０．３５５

東 京 都 ０．５６２ ０．３３７ ０．３００ ０．３９０ ０．３７５

神 奈 川 県 ０．６２０ ０．２９７ ０．３０９ ０．３７１ ０．３５２

山 梨 県 ０．４７７ ０．３０１ ０．３２９ ０．３６０ ０．３５５

首 都 圏 ０．５３９ ０．３１５ ０．３１３ ０．３７６ ０．３６２

全 国 ０．５３０ ０．３１５ ０．３２５ ０．３７７ ０．３６７

農林水産業 製 造 業 建 設 業 流通・サービス業 公 務 員 そ の 他 計

茨 城 県 ７０．５ ８６．２ ７２．６ ７７．２ ９６．２ ７０．２ ８０．１

栃 木 県 ５１．１ ８３．１ ７０．３ ７５．５ ９５．５ ６９．５ ７７．９

群 馬 県 ５８．９ ８２．１ ６９．０ ７１．１ ９６．１ ６３．９ ７５．４

埼 玉 県 ６３．３ ８１．６ ６６．９ ７３．６ ９７．３ ７０．３ ７５．８

千 葉 県 ６４．８ ８５．６ ７０．７ ７４．０ ９６．１ ６７．１ ７６．７

東 京 都 ５３．８ ７７．２ ６６．８ ６８．１ ９６．４ ６１．９ ７０．３

神 奈 川 県 ５５．４ ８５．４ ６７．４ ７０．７ ９７．３ ６１．９ ７４．９

山 梨 県 ５７．９ ８２．５ ６９．７ ７４．６ ９７．７ ７８．６ ７７．２

首 都 圏 ６０．１ ８２．６ ６８．４ ７１．４ ９６．７ ６４．４ ７４．５

全 国 ６１．４ ８２．８ ７０．０ ７２．８ ９５．８ ６６．０ ７５．８

資料：「就業構造基本調査」（総務省）により国土交通省国土計画局作成

資料：「就業構造基本調査」（総務省）により国土交通省国土計画局作成
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（広域地方計画の策定に向けて）

地域の活性化にあたり、製造業は雇用確保等大きな役割を果たすとともに、外貨を獲得し日

本の国力を維持する源にもなっているため海外との関係をふまえつつその強化を図ることも必

要である。北関東は産業の集積が高く、自立的な発展が見込めるポテンシャルがあるなか、製

造業の国内回帰の傾向もあり、地方公共団体が企業誘致に熱心である。地域の活性化及び自立

的な発展を支援するにあたっては、基盤的なインフラ整備が必要であるが、ただ、インフラに

恵まれているだけでは、地域間競争に勝つことはできない。

例えば、機械系の製造業以外として、栃木県で食料品の立地が増加している。日光市内の工

業団地において、平成１８年３月にはキューピー醸造が食酢生産工場を、平成１９年１月にはホク

ガン（本社：沖縄県）が沖縄産もずくの加工工場の新設を決定し、平成１８年６月にメルシャン

が加工用酒類製造工場での操業を開始した。この背景には、企業にとって、日光の地域イメー

ジのブランド力としての活用や、豊富な地下水等の地域資源をいかした商品生産が可能である

ことがあげられる。地域にとっては、交通の利便性だけでなく地域ブランドをいかした誘致活

動、事業展開により地域の発展につなげていくことが有効であることがうかがえる。

前述したように、北関東においては地域の産業構造における製造業の占めるウェイトが高く、

製造業が地域の活性化だけでなく地域内における格差の縮小、安定した地域の発展につながる

ため、製造業の振興が地域の主要課題ともなる。広域地方計画の北関東３県等による分科会等

を活用しつつ、北関東の強みである製造業の開発・生産機能を向上させ北関東の発展につなげ

るためにも、各県が広域的に連携しつつ広域的な経済活動の促進に必要な基盤的なインフラ整

備を推進するなど、北関東の自立に向け協調して取り組むことが求められている。
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